






































































































































































































3 拙稿 ｢ヨーロッパ諸国の経済､環境政策･csR経営等を現地に見る (2)｣､『産業経理』vol.67No.1 2007年､産
業経理協会､111頁｡























































































































































































































23 三井物産 『三井物産CSRリポー トー 社会と会社2006』37-38頁｡
24 TOSHIBA『csR報告書2006-社会的責任 ･環境経営報告』29頁｡

















































































































32 三井物産､前掲 リポー ト､43-45頁｡















































































では､ハリケーン ｢カ トリー ナ｣およびパキス
タン地震-の義援金支援等がある｡海外での本
業を通じた支援では､ラオス女性自立のための
利用技術習得支援､シンガポール乳がん撲滅キャ
ンペーン協賛､ニュージーランドがん協会のセ
ミナー活動資金提供等を挙げている35｡
以上､三井物産､東芝､資生堂における社会
関連活動を紹介したが､本業に関連した活動が
多いようである｡社会的責任の本旨からして､
各企業には本業を超えた社会貢献にも更に力を
入れるべきである｡
5.むすびにかえて
CSR経営会計ブームが再来した背景には､多
発する企業の不祥事､社会情勢の変化に伴う多
様なステークホルダーの出現､環境問題の深刻
化､GRIガイ ドラインの公表等が挙げられる｡
また､企業が､社会からの批判を受ける前に予
防措置を講じるということもある｡更には､ス
テークホルダーとのかかわりを配慮せずして､
企業の存続と持続的発展はありえないことを､
他社の失敗例から学習するようになったことに
もある｡
現代企業は､短期的な利益第-主義に拘泥し､
社会とのかかわりも顧慮しなければ､もはや生
き残ることは出来ない状況に直面しつつある｡
CSR経営会計では､企業活動とその社会的責任
との調和を探求し､企業活動を間接的に支援し
なければならない｡
最近におけるCSR経営会計ブームの背景 137
